


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































7 学校問題行動対策会議の略称名は，学校 (School)・問題行動 (ProblemAct)・
委員会 (Committee)の頭文字SPACから名づけられたものである。
8 r滋賀県高等学校生徒指導連絡協議会」は，県内の私立公立すべての高等学校と特
別支援学校の生徒指導担当教師が生徒指導のあり方やその対応策について意見交換や
協議検討を行う会議である。同会議には県教育委員会学校教育課及び県警本部少年課
の幹部が毎回オブザーパーとして出席し，生徒指導上の問題点や対策について直接学
校現場の担当者と意見交換する場ともなっている。
9 r滋賀県子ども青少年施策推進本部」は，子ども青少年育成及び少子化対策を県全
体で有機的に推進するために平成19年5月に設霞されたもので，都知事を本部長と
し，主な構成部局は次の通りである。
「県知事部局」 政策調整部(広報課，企画調整課，男女協働参画課)，総務部
(総務課，人事課，自治振興課)，県民文化生活部(県民生活課，
県民活動課，県民文化課，人権施策推進課)，琵琶湖環境部(環
境政策課，森林政策課)，健康福祉部(健康福祉政策課，健康推
進課，元気長寿福祉課，障害者自立支援課，医務薬務課，子ども
青少年局)商工観光労働部(商工政策課，高業観光振興課，国際
課，労政能力開発課)，農政水産部(農政課，環境こだわり農業
課，農業経営課)，土木交通部(監理課，交通政策課，都市計爾
課，住宅課)
「県教育委員会事務局J (教育総務課，学校教育課，人権教育課，生涯学習課，
スポーツ健康課)
「県警察本部」 生活安全部(生活安全企画課，少年課)
272 
10 r青少年の自立支援部会」は，県子ども青少年局主席参事を部会長，県警本部少年
課課長補佐を副部会長とし，県総務課，医務薬務課，障害者自立支援課，労政能力開
発課，県教育委員会事務局学校教育課，生涯学習課，スポーツ健康課の子ども青少年
対策を担当する職員で構成された。
11 r少年サポートシステム検討チーム」は，県子ども青少年局参事を座長とし，同局
職員1人，県教育委員会事務局学校教育課職員(教師)1人，児童相談所職員2人，県
警本部少年課員3人の計8人で構成するとともに， rあすくる」の総合コーディネー
ター(臨床心理専攻の大学教授)を招聴し，対象少年に対する臨床心理等専門的な見
地からのアセスメントのあり方等についての助言と指導を得た。
12 心理検査は， r主要5因子性格検査Jrp-Fスタディ検査(絵画欲求不満テスト)J
「ロールシャツハテストJr文書完成テスト」等を複合的に行い，総合的に判断するこ
ととした。
13 アセスメントシートは，非行少年等の立ち直りを専門に研究する滋賀県立大学の教
授と少年課少年相談専門員(臨床心理士)が中心となって開発し，児童相談所職員，
あすくる職員，少年補導職員に対する説明会を開催して，個々の対象少年に対して関
係機関関係者が向シートにより共通した認識を持つことができるようにした。(心理
検査やアセスメントシートにより得られた少年の特性等については，必要により少年
補導職員等が当該少年の在籍する学校の生徒指導担当者に説明し，学校における指導
に活用されるように配慮している。)
14 少年サポートセンターの行う立ち直り支援プログラムは，立ち直り支援の早期介
入，動機付け，少年の早期立ち直りを図ることを目的として少年課少年相談専門員
(臨床心理土)と少年サポートセンター職員(少年補導職員)が中心となって策定し
たもので，短期プログラム(3ヶ月)を主に，中期プログラム(6ヶ月)，長期プロ
グラム (12ヶ月)の3種類を設定し，各プログラムに被害者感情の理解と修復的司法
の視点を取り入れた「被害者によるミニ講演会Jr被害者との対話会」等，少年の立
ち直り支援への「動機付け」を高めるための「ロールレタリングム保護者による支
援を強化するための「ク守ループカウンセリングJr親子関係診断検査Jrペアレントト
レーニング」等を取り入れている。
